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気
候
変
動
は
、
す
で
に
世
界
共
通
で
立
ち
向
か
う
テ
ー
マ
と
な
っ
て
い

る
。
気
候
変
動
に
対
処
す
る
た
め
、
台
湾
は
2
0
1
5
年
、
早
々
に
「
温

室
効
果
ガ
ス
削
減
お
よ
び
管
理
法
（
溫
室
氣
體
減
量
及
管
理
法
）」を
定
め

て
お
り
、
国
家
の
長
期
的
な
削
減
目
標
を
法
律
化
し
た
世
界
で
も
数
少
な

い
国
で
あ
る
。
し
か
し
な
が
ら
世
界
の
気
候
変
動
の
現
象
が
厳
し
く
な
り
、

脱
炭
素
化
を
加
速
す
る
た
め
、
台
湾
の
主
務
官
庁
は
21
年
10
月
に
現
有
の

「
温
室
効
果
ガ
ス
削
減
お
よ
び
管
理
法
」を
「
気
候
変
動
適
応
法
（
氣
候
變

遷
因
應
法
）」に
改
名
す
る
こ
と
を
宣
告
す
る
と
同
時
に
改
正
案
を
提
出
し

た
。

　
今
回
の
改
正
案
の
中
で
、
50
年
に
台
湾
は
温
室
効
果
化
ガ
ス
の
排
出
実

質
ゼ
ロ
の
目
標
に
達
す
る
こ
と
を
表
明
し
て
い
る
。
さ
ら
に
、
気
候
変
動

に
関
す
る
事
務
に
関
し
て
は
、
今
後
「
行
政
院
国
家
永
続
発
展
委
員
会
」

が
主
務
官
庁
と
し
て
、
気
候
変
動
に
対
処
す
る
国
家
の
基
本
方
針
、
及
び

部
会
を
超
え
た
相
関
業
務
の
方
策
の
調
和
、
業
務
分
担
及
び
整
合
を
担
う

こ
と
を
さ
ら
に
明
確
に
定
め
る
と
し
て
い
る
。

炭
素
費
用
を
特
定
項
目
に
使
用

　
こ
の
他
、
台
湾
も
ま
た
数
項
目
の
措
置
を
講
じ
て
温
室
効
果
ガ
ス
の
排

出
実
質
ゼ
ロ
に
邁
進
し
、
そ
れ
ぞ
れ
製
造
、
運
輸
及
び
建
築
な
ど
の
各
部

門
の
排
出
行
為
に
対
す
る
管
制
を
組
み
入
れ
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
の
向
上

及
び
排
出
強
度
を
引
き
下
げ
、
か
つ
、
新
設
す
る
汚
染
源
は
最
良
の
実
行

可
能
な
技
術
を
採
用
し
て
増
量
オ
フ
セ
ッ
ト
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

こ
と
を
定
め
、
排
出
増
量
の
環
境
に
対
す
る
衝
撃
を
減
少
す
る
こ
と
。
ま

た
、
事
業
、
あ
る
い
は
各
級
政
府
に
対
し
て
、
自
発
的
な
減
量
計
画
を
提

出
し
、
そ
の
計
画
に
基
づ
い
て
温
室
効
果
化
ガ
ス
の
減
量
措
置
を
執
行
す

る
者
に
減
量
額
を
与
え
る
誘
因
機
制
を
強
化
す
る
こ
と
。
こ
の
二
つ
の
方

法
を
同
時
に
行
い
、
減
量
を
促
進
す
る
と
し
て
い
る
。

　
次
い
で
最
も
注
目
に
値
す
る
措
置
は
「
炭
素
費
用
を
徴
収
し
て
特
別
支

出
金
と
し
て
特
定
の
項
目
に
の
み
使
用
す
る
」
こ
と
で
あ
る
。
台
湾
は
以

前
、
す
で
に
年
排
出
量
が
2
・
5
万
㌧
を
超
え
る
炭
素
排
出
大
手
に
対
し

て
照
査
、
調
査
及
び
登
録
を
行
っ
て
い
た
。
今
回
の
改
正
が
通
過
し
た
後
、

正
式
に
台
湾
国
内
の
排
出
源
に
対
し
て
炭
素
費
を
徴
収
し
、
温
室
効
果
化

ガ
ス
の
減
量
、
及
び
低
炭
素
経
済
の
発
展
を
促
進
す
る
た
め
、
そ
の
収
入

を
特
別
支
出
金
と
し
て
特
定
の
項
目
に
の
み
使
用
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

ま
た
、
将
来
、
中
央
主
務
官
庁
も
、
特
定
の
製
品
に
対
し
て
炭
素
含
有
量

の
計
算
及
び
認
定
方
式
を
得
る
と
同
時
に
、
高
炭
素
含
有
量
の
輸
入
製
品

に
対
し
て
炭
素
費
を
徴
収
し
て
我
が
国
の
産
業
競
争
力
を
維
持
し
て
い
く

こ
と
と
す
る
。

　
今
回
の
改
正
案
は
炭
素
の
足
跡
の
管
理
機
制
、
及
び
製
品
表
示
も
強
化

し
、
生
産
者
の
責
任
の
延
長
、
及
び
低
炭
素
の
消
費
選
択
肢
を
民
衆
に
提

供
す
る
こ
と
に
よ
り
、
製
造
業
者
が
低
炭
素
製
品
の
生
産
を
促
す
こ
と
と

す
る
。

Ｊ
Ｃ
Ｍ
機
制
を
通
し
日
台
協
力

　
脱
炭
素
化
政
策
に
呼
応
し
て
、
台
湾
に
お
い
て
は
多
く
の
業
者
が
ク

リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
受
け
入
れ
始
め
た
。
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
設

備
へ
の
投
資
で
な
け
れ
ば
、
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
証
書
の
購
買
で
あ

る
。
日
本
の
環
境
省
は
21
年
6
月
15
日
「
脱
炭
素
イ
ン
フ
ラ
イ
ニ
シ
ア

ビジネスマンのための台湾法律講座  第6回　　

テ
ィ
ブ
」
の
内
容
と
目
標
を
発
布
し
、
2
国
間
ク
レ
ジ
ッ
ト
制
度
（Joint 

Crediting M
echanism

、
以
下
「
J
C
M
」
と
い
う
）
の
補
助
金
提
供
に

よ
っ
て
、
日
本
企
業
が
海
外
に
赴
き
、
減
炭
効
果
を
有
す
る
イ
ン
フ
ラ
を

建
設
す
る
こ
と
を
鼓
舞
。
日
本
企
業
は
省
エ
ネ
と
脱
炭
素
化
の
面
で
従
来

優
れ
た
技
術
、
製
品
、
シ
ス
テ
ム
、
及
び
サ
ー
ビ
ス
を
擁
し
て
い
る
。
こ

の
た
め
、
将
来
、
日
本
企
業
は
J
C
M
機
制
を
通
し
て
、
台
湾
政
府
及

び
企
業
が
温
室
効
果
化
ガ
ス
実
質
ゼ
ロ
の
目
標
に
邁
進
す
る
こ
と
へ
の
協

力
が
可
能
で
あ
り
、
同
時
に
日
本
企
業
に
商
機
を
も
た
ら
し
経
済
を
振
興

で
き
る
。

台
湾
の
脱
炭
素
化
政
策

及
び
商
機




